第２回彦根市まち・ひと・しごと創生本部会議　会議録
1　日　時　　平成29年11月14日(火)午前10時00分～午前11時00分
2　場　所　　彦根駅西口仮庁舎　4Ｄ会議室
3　出席者　　本部長(大久保市長)
　　　　　　 副本部長（山根副市長）

　　　　　　 副本部長（川嶋副市長）
　　　　　 　本部員
(企画振興部長、企画振興部参事、総務部長、危機管理監、市民環境部長、
福祉保健部長、子ども未来部長、産業部長、都市建設部長、上下水道部長、
教育部長、教育部参事、文化財部長、消防長、病院事務局長)
　　　　　   事務局(地域経営・地方創生推進室)
4　内　容
(事務局)
　 それでは、ただいまから、平成29年度彦根市まち・ひと・しごと創生本部第2回会議を開催さ せていただきます。
   部長会議に引き続きましての会議となります。皆様お疲れ様でございますが、円滑な議事進行となりますように、ご協力の程、よろしくお願いしたいと思います。
   事前に資料のほうはお配りしておりますけれども、資料はございますか。なければ言っていただければ用意しております。

 　また、本本部会議につきましては、会議録を作成しましてホームページで公開をしております。   そのため、大変恐れ入りますが、ご発言いただく際には、お名前を仰っていただいてからご発言いただきますようにお願いいたします。
   本日は市長を本部長として議事の進行をお願いしておりますが、市長、川嶋副市長が11時から他の公務がございますので、11時までに会議が終了できるように、ご協力をよろしくお願いしたいと思います。

   それでは、創生推進本部設置規程第5条の規定に基づきまして、議事の進行を市長にお願いしたいと思います。
   それでは市長、よろしくお願いします。

(議長)
   はい。それでは、よろしくお願いします。

   早速ですが、議題に入らせていただきます。
   議題(1)の「基本目標ごとの今後の取組について」でございます。外部評価等も先般、行われまして、各部会で検討していただいております。本日は、各部会の検討結果について各部会長に報告をお願いしまして、その方針を伺いたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。
　 まず雇用創出部会の部会長からお願いします。どうぞ。

 (産業部長)
   まず施策名「企業立地や産業集積の促進等による地元での就職環境の整備」でございます。ＫＰＩ指標、「有効求人倍率(彦根管内)」で外部委員さんからご意見がございました。
   まず、中小企業の人材確保と地元企業の魅力を学生が知る機会の創出が課題ではないかということで、外部委員からは将来性のある中小企業への投資、支援、アントレプレナー初めとしたベンチャーの育成、インターンシップの実施をはじめとした体験する機会の提供といったご意見がございました。
   これに対しまして彦根市としましては、将来性のある中小企業への投資、支援については、「湖東圏域企業立地基本計画」改正の議論の中で検討していきたいと考えています。アントレプレナーの育成については、一部お話を伺っている事案もありますことから、具体的になりましたら支援等の検討を行いたいと考えています。体験機会の提供については、これまで地場産業について、市教育委員会や彦根工業高校、滋賀県立大学工学部に対して協議等を行いましたので、継続したいと考えているところでございます。

   このアントレプレナー育成のところで一部お話を伺っている事案ということにつきましては、今検討中でございますので具体的な内容は書いておりませんが、滋賀大学データサイエンス学部の関係でございます。
   今後の取組方針としましては、「企業立地促進法」の改正法である「地域未来投資促進法」が施行されたことにより、「湖東地域企業立地基本計画」について、圏域で「地域未来投資法」に基づく基本計画の策定について議論をする中で、各種支援策についても検討します。また、平成28年度に作成した「就活本」、これは地域の滋賀大学の学生さんに地域の企業のご紹介のための本でございますが、この「就活本」のフォローアップについても検討しますとしております。
   続きまして、3つ目の施策で「地場産業の人材確保・育成および競争力強化」でございますが、まず1つ目の指標で「彦根仏壇産地生産額(百万円)」ということでございます。指標は「×」でございました。

   外部委員から販路開拓、研究開発面が弱いこと、仏壇市場の小規模化ということで、マーケティングや販路開拓、研究開発に係る人材育成の支援強化、仏壇技術を生かせる分野での事業展開が必要であるというご意見がございました。
   これに対しましては、マーケティング等の人材育成等支援に関しては、現在、市特別顧問が、海外販路などに係る相談に対応しています。また、研究開発と併せて仏壇技術を生かせる分野での事業展開に関しては、彦根仏壇事業協同組合が行う事業への補助について、平成27年度より意匠開発調査を補助対象としていますので、継続したいと考えています。
   今後の取組方針につきましては、「彦根市地場産業活性化基本方針および行動計画」を着実に実施していきます。
   2つ目の指標で「彦根バルブ産地生産額(百万円)」は指標を達成しております。これにつきましても、マーケティングや販路開拓、研究開発面が弱いということで、マーケティングや販路開拓に係る人材育成に支援強化が必要であるということでございます。
   これにつきましては、ビワライトのマーケティング、販路開拓に関しては、市特別顧問が直接かかわっています。研究開発に係る人材の育成については、バルブに関しては、他の地場産業に比して規模の大きな企業が多く、研究開発を担う人材を抱えておられる企業も一定存在することから、市がコストを投じての支援の必要性から議論が必要と考えます。

   今後の取組につきましては、先ほどの仏壇と同様、「彦根市地場産業活性化基本方針および行動計画」を着実に実施していきます。
   「彦根ファンデーション産地生産額(百万円)」については指標を達成できておりません。
   課題につきましては、バルブと同様、マーケティングや販路開拓、研究開発面が弱いということ。これについては、同じように、マーケティングや販路開拓に係る人材育成に支援強化が必要であるということでございます。

   これに対して考え方としまして、複数の企業の共同によります海外販路の開拓に関しては、市特別顧問がオブザーバーとしてかかわっています。研究開発に係る人材育成等の支援強化に関して、ファンデーション企業の多くがＯＥＭによる薄利を課題としているため、研究開発人材の育成は次のステップであると考えているところでございます。
   今後の取組方針につきましては、仏壇などと同様でございます。

   次に4つ目の施策でございまして、「6次産業化や農商工連携の推進による農林水産業の競争力強化」。「認定新規就農者数(人)」では平成28年度は5人ということで目標値に届いておりません。

   課題としては、農業経営の将来性が課題というご意見がございました。
   課題解決に向けて、新規就農者の体験談を基にしたＰＲの実施、新規就農者を掘り起こすだけではなく、将来にわたって経営が成立するような就農者支援の実施ということで、ご意見がありました。

   これに対しましては、既に市内新規就農者の体験談をもとにした記事を作成いたしました。これはホームページでも作成しております。将来にわたって経営を安定させるための就農者支援として、国策を活用し、農業次世代人材投資事業（経営開始型）として、年150万円の資金給付を引き続き実施したいと考えています。

   今後の取組方針につきましては、現在の方針で引き続き実施します。
   次に3ページでございますが、施策名としては「観光・文化・スポーツの振興による地域活性化策の強化」。上から3つ目のＫＰＩ指標名は「市内宿泊者数(人)」でございます。
   目標は達成しておりますが、外部委員から、宿泊数だけでなく宿泊施設の稼働率や宿泊目的等を踏まえた分析と、その結果を踏まえた取組の実施、学会等のイベント等の誘致ということで、ご意見をいただいております。

   これにつきましては、毎年行っている経済効果測定調査において、委託先（滋賀大学地域連携センター）や宿泊施設等の協力のもと、宿泊施設の稼働率や宿泊目的等を踏まえた分析を実施することは可能であると考えます。
   学会等イベントの対応については、コンベンションサービスの一環として、市内4大学からの依頼等により、情報提供や支援を行っておりますが、積極的な誘致までは考えていません。

   今後との取組方針につきましては、宿泊を促すため、彦根城のライトアップ等夜間における取組を充実するとともに、宿泊施設と連携した取組を推進します。外国人観光客の宿泊者が彦根を主要な観光地として訪問されるよう、インバウンドにおける受入環境の整備、情報発信などの取組の充実を図ります。経済効果測定調査において、宿泊施設の稼働率や宿泊目的等を踏まえた分析を実施し、その結果を踏まえた具体的な取組等を検討します。市内4大学との連携により、情報収集に努めつつ、学会等イベントの誘致の効果的な手法の検討を進めます。
   次の指標は「外国人観光客数(人)」です。ＫＰＩ目標は達成しているということでございます。

   課題としては、もう一度訪れたいという魅力を植え付けられるような方策の検討ということでございます。これについては広域連携によるリピーターへの誘客戦略の実施、彦根単体ではなく複数泊での広域ツアー等の開発というご意見がございました。

   これについては、リピーターの獲得については、広域で連携する協議会（びわ湖・近江路観光圏活性化協議会、びわこ湖東路観光協議会）や、びわこビジターズビューローとの連携が不可欠であると考えており、今後もさらなる連携が必要であると考えます。複数泊での広域ツアー等の開発については、県域での取組が必要であり、びわこビジターズビューローとの連携が必要であると考えます。
   今後の取組方針としましては、外国人観光客の宿泊者が彦根を主要な観光地として訪問されるよう、インバウンドにおける受入環境の整備、情報発信など、取組の充実を図ります。広域で連携する協議会（びわ湖・近江路観光圏活性化協議会、びわこ湖東路観光協議会）や、びわこビジターズビューローとのさらなる連携により、リピーターへの誘客戦略の実施や複数泊での広域ツアー等の開発を推進します。
   次の最後の4ページでございますが、真ん中の「歴史的風致維持向上施設の整備件数(件)」。19件ということでＫＰＩの目標は達成しております。

   課題としては、「分かりにくい案内表示等(観光客を対象にしたアンケートより)」で、アンケート結果や意見等を踏まえた案内表示等の工夫が必要との意見をいただいております。
   これに対する考え方につきましては、平成26年度に策定した「彦根市公共サインガイドライン」に基づき、毎年度継続して整備を行っており、整備したサインでは、多言語化や城下町らしさを感じるよう旧町名表記を入れるなど工夫したものであります。平成26年度より順次整備を進めていますが、全ての周遊ルートにまで整備ができていないため、設置を増やす必要があると考えています。  

   今後の取組方針につきましては、平成28年度末までに旧城下町地区において整備した公共サイン（案内サイン・誘導サイン）が11基ありますが、国体開催の時期までに設置箇所を増やし案内誘導の充実を図ります。 また、歴史的風致の維持向上のため、関係課と連携を図り継続した取り組みを推進しますということでございます。
   雇用創出部会では事業計画はごさいませんので、以上でございます。

 (議長)
   ありがとうございました。何かご質問、ご意見がございましたら。

 (消防長)

   3ページでＫＰＩ指標が「市内宿泊者数(人)」とあって、「外部評価に対する考え方」で、最後の表現で、「積極的誘致までは考えていません」という表現がありつつも、「今後の取組方針」で、「市内4大学との連携により、情報収集に努めつつ、学会等イベントの誘致の効果的な手法の検討を進めます」と肯定的になっているのですけれども、正反対の表現を使ってしまっているのではないかなと思います。「外部評価に対する考え方」で積極的誘致までは今は考えてないけども、その検討は行っているぐらいにして、今後の取組方針で効果的な手法を検討するという表現のほうがそろうのではないかと思いました。
(産業部長)

   はい。
 (議長)

   ほかに何かございますか。よろしいですか。

   特段ないようでございますので、それでは次に行かせていただきます。2番目の結婚・妊娠・出産・子育て部会。

(子ども未来部長)
  それでは、結婚・妊娠・出産・子育て部会で検討されました取組方針について報告いたします。

  まず施策名(1)「結婚から子育てまでの切れ目のない支援」につきまして、ＫＰＩ指標の「年間出生数(人)」、「年少人口(0～15歳未満)割合(％)」のところで外部委員の方から、子どもへの医療費助成の拡充についてと、移住にかかる取組の市外への周知、宣伝、外部の団体と連携した施策等も実施すべきではないかとのご意見をいただきました。

   まず、移住にかかる取組の市外への周知、宣伝、外部の団体と連携した施策等を実施すべきではないかとのご意見につきましては、市外への発信が重要であり、目的に応じた外部団体との連携が必要であると認識しております。

   今後の取組としまして、東京のふるさと回帰支援センターに常駐しています滋賀県の相談員や地域おこし協力隊のネットワークと連携した移住施策について検討するとともに、本気で結婚を望む独身男性に出会いの場の創出を行い、現在実施しています移住促進家賃等補助金に上乗せする形で、新婚世帯への経済的支援を行うことで結婚と移住に関する環境を整えていく予定をしております。

   また、子どもへの医療費助成の拡充については、通院にかかる医療費助成を高校卒業まで拡大している自治体があるなど、自治体間に格差が生じている状況ですが、本市単独で制度拡大を行うとした場合、税制負担もさることながら、軽微な症状での安易な医療受診や緊急性の低い方の緊急外来受診の増大などが懸念され、地域の医療機関に過度な負担を与えることも危惧され、子育て支援の趣旨は理解するものの、医療助成制度の安定的、継続的な運営のために、制度拡充には慎重に取り組む必要があると考えております。現在、本市独自の施策として小学生、中学生の入院医療費の助成を実施しているところですが、子育て支援施策として範囲、内容、可能性について検討を行い、平成30年4月から小学校1年生から3年生までの児童の通院にかかる医療費の助成を開始するところです。

   次に、施策名(2)「小・中学校教育の充実」につきまして、ＫＰＩ指標「市内児童・生徒の基礎・基本的な学習内容の習得状況(小学校・中学校)(％)」について、外部委員の方から中学生の教育水準を上げるなど、社会増につながる取組を検討すべきではないかとのご意見をいただきました。
   このことにつきましては、今後も継続して、「確かな学力、未来を創る力、豊かな人間関係を育む教育」の充実を図ってまいりたいと考えております。

   学力向上の取組を学校教育の中核的な柱とし、引き続き全ての子どもが「できる」、「わかる」を実感できる取組を進めるとともに、少人数指導のなどきめ細やかな指導の充実、若手教員を中心とした教育の指導力向上、子どもが楽しく安心して学校生活を過ごせるよう、学校の支援体制の充実を図っていきたいと思っております。
   次に、施策名(3)「ふるさとを誇りに思い、将来地域社会に貢献する子どもの育成」につきまして、外部委員の方から地域行事の担い手の不足という課題を提起いただきました。このことにつきましては、学区によって差があり、それぞれの学区に応じた対応が必要であると考えております。今後は、学校評議委員会などを通しまして、子どもの育成にかかわる地域の関係団体との連携をさらに図ってまいります。

   次に、施策名(4)「仕事と生活の調和(ワーク・ライフ・バランス)の推進」につきまして、外部委員の方から、滋賀県が取り組んでいるイクボス宣言にかかる啓発活動も必要ではないかというご意見をいただきました。

   このことにつきましては、現在、彦根市が取組をしております働き方改革にも通じるものであり、彦根市が率先してイクボス宣言を押し出していきたいと考えております。商工会議所などと連携して、ワーク・ライフ・バランスの推進企業の登録と併せ、啓発をしていきたいと考えております。

   取組方針調書については以上です。

   次に、資料2-2事業計画でございます。事業名が「結婚新生活支援家賃等補助金」です。

   この事業は結婚希望者が彦根市で住居を構える際に必要となる費用に対して、既存の移住促進家賃等補助金に上乗せする形で所得制限、補助上限を設け、敷金、礼金、引越費用の補助を行うものです。各事業年度の事業費は240万円、合計480万円で、財源につきましては3分2が国庫補助金となっております。
   各年度の事業計画はともに、平成28年10月から平成29年9月における移住促進家賃等補助金実績のうち、結婚を機に移住した件数11件および平成28年度婚活イベントによるカップル成立数12組をもとに10組を補助することと考えております。

   次に、資料2-3の事業計画書ですが、こちらの事業名が「結婚新生活支援住宅取得費等補助金」でございます。

   先ほどの結婚新生活支援家賃等補助金は、賃貸住宅に住まれる方を対象としておりましたが、この事業は住宅を取得される結婚希望者を対象としております。既存の移住促進住宅取得費補助金に上乗せする形で、所得制限、補助上限を設け、住宅取得費、引越費用の補助を行うものです。
   各年度の事業費は48万円、合計96万円で、財源については3分の2の国庫補助を予定しております。

   各年度の事業計画はともに、平成28年10月から平成29年9月におけます移住促進住宅取得費補助金実績1件をもとに2組と考えております。

   次に資料2-4の事業計画書です。こちらの事業名は「不妊治療費助成事業」です。

   この事業は、不妊に悩む夫婦に対して男性の不妊治療費の一部を助成するもので、滋賀県の特定不妊治療助成制度の上乗せとして、特定不妊治療費から県の助成費用を差し引いた額に対して5万円を限度に助成するものです。

   事業費は、平成30年度は15万円で、財源は市単独事業となります。平成27年度、28年度の男性不妊治療の実績をもとに3件を予定しています。
   次に、資料2-5の事業計画書です。事業名は「（仮称）子どもたちのいい場所づくりモデル事業補助事業」でございます。

   この事業は、地域の子どもたちが食事や遊びを通して、地域の大人とつながり安心して過ごすことができる居場所として、子ども食堂や学べる場づくりを実施しているＮＰＯ等の継続的な活動を支援するための補助を行うものです。

   補助業務は市社会福祉協議会で行うこととし、補助額の2分の1を市が負担するものです。

   各年度の事業費は、平成30年度、94万5,000円、平成31年度、173万円で、合計276万5,000円の市単独事業となります。

   各年度の事業計画につきましては、子どもたちが参加しやすい環境を整えるため、小学校区に1か所の開設を目指し、平成30年度は子ども食堂7か所、学びの場3か所、平成31年度は子ども食堂10か所、学びの場7か所を予定しております。
   次に、資料2-6の事業計画書です。事業名が「保育所等利用者負担額の軽減拡充事業」でございます。

   この事業は多子世帯の経済的負担を軽減するため、保育料について現在の所得制限、第1子の年齢制限を撤廃し、第2子半額、第3子以降を無料とするものです。

   事業計画としましては、平成30年4月の保育料算定から反映し、決定通知に合わせて周知していきたいと考えています。

   以上です。

(議長)
   何かご意見、ご質問ございますか。
   移住促進補助金対象者の対象となるエリアは検討いただいているのですか。

(子ども未来部長)

   対象は彦根市に住まれる方です。

(議長)

   どこから彦根市に来られるというのは決まっているのか。

(子ども未来部長)

   彦根市外から彦根市に入ってこられる方で、犬上とかでも問題ないということになっています。

(議長)

   それを厳格にしないといけないと思います。これをやりかけるときに、定住圏は外しましょうと話をしていた。

(事務局)

   まだ調整中なので、4町とはこれから話をしたいと考えている。

(議長)

   制度ができるときに外してくれと言った。定住圏を含むということになると具合悪いから。かつ、長浜、米原も入れると具合悪いと言っていたのですが、最初はどういうものになるかわからないから、彦根市外というくくりだけにしたのです。だけど、それはどう考えても駄目だと。ですから、人口増地域、湖南とか三大都市圏などターゲットをきちっとしていただかないといけない。
(企画振興部長)

   6月議会で最低、定住圏は一緒にやっている地域で、そこから引き込んでどうするという話も考えていますという答弁をさせてもらっていますので、最低限、定住圏は考えている。しかし、市長は長浜、米原とおっしゃいましたけど、長浜市、米原市の部長さんとお話しさせてもらった議題の中で、湖北圏域の中でも、この狭いエリアで取り合いをしてどうするのかという話はあったが、特に外せという話はなかった。

(議長)

   向こうが外してくれと言わなくても私は外すべきだと思うんですよ。それは趣旨として合わない。制度を始めるときには、どこまで引き合いがあるか分からないからということで始めましたけれども、そこはやっぱり考えないといけない。

(企画振興部長)

   おっしゃることはよくわかります。まだ計画としては出さないが、それは来年度からその方向で考えたいと思います。
(総務部長)

   ワーク・ライフ・バランスのところでイクボス宣言を市が率先して行っていくことについて、また人事にも話をしてほしい。
(事務局)
   働き方改革でも話をしてほしい。

(子ども未来部長)

   はい。

(川嶋副市長)

   不妊治療費の男性版というのは、30年の新事業ということですか。
(子ども未来部長)

   はい。

(福祉保健部長)

   今まで女性しか対象にしてなかったものを男性にも広げるという事業になります。

(川嶋副市長)

   いわゆる県補助からの差額で5万円出ていますけれども、これは県の制度としては既にあるのですか。

(子ども未来部長)

   はい。

(川嶋副市長)

   いくらですか。

(福祉保健部長)

   県は15万です。

(川嶋副市長)

   それで、市が別に5万を補助すると。
(福祉保健部長)

   実際にかかった経費が仮に20万とすると、15万県から下りて、残り5万が市から下りると。だから、個人負担はゼロになります。

(子ども未来部長)

   平成27年度から県がされています。

(福祉保健部長)

   大半の市が実施されていまして、彦根市と近江八幡市と米原市だけが実はできてないです。ほかの2市も30年度から実施するということですので、来年度しなければ彦根市だけ取り残されると、そんな状況です。対象者は少ないとは思われます。
(議長)

   ほかに何かございますか。よろしいですか。

   特にないようでございますので、それでは、次は若者定着・移住部会、どうぞ。
(企画振興部長)

 　資料は3-1でございます。

　　最初の施策です。「市内大学をはじめとした高等教育機関等との連携強化」の1つ目のＫＰＩ指標、「市内3大学新卒者の県内就職率(％)」についての外部委員さんからの意見でございます。
    課題として、県内勤務地、市内勤務地に就職した者の実態把握、他府県からも若者を呼び込めるような特色ある施策の検討という意見がございました。

　 課題解決に向け、平成30年度に実施すべき取組としまして、大学と企業、市の連携による地元就職の促進という意見が挙がっております。

　 外部評価に対する考え方としまして、地元就職率向上のため、若者定着支援策を産官学一体となって進めていくことが必要であると考えています。市内事業所のほか、公共職業安定所、商工会議所、市等で構成いたします彦根地区雇用対策協議会では、合同企業説明会を開催して地元雇用の推進を図り、また新入社員ふれあいフェスティバルの開催により企業への定着等を図るなど、地元就職の促進のため、取組を継続して行ってまいりたいと考えています。平成27年度に策定いたしました「彦根市地場産業活性化基本方針および行動計画」に沿いまして、滋賀バルブ協同組合が滋賀県立大学工学部1回生向けに、本市の地場産業であります「バルブ産業」に関する特別講義を行っております。バルブに関する理解を促すほか、就職する際の選択肢の一つとしての意識付けを継続して行っていきたいと考えております。
   今後の取組方針といたしましては、市内3大学との連携強化による若者定着支援策を引き続き実施し、地元就職者の増加を図ります。また、滋賀大学データサイエンス学部、滋賀県立大学地域ひと・モノ・未来情報研究センターとの連携によるビッグデータの活用の検討をしていきます。本市も参画しております彦根地区雇用対策協議会について、継続的に取組を進めてまいります。地場産業に係る取組に対しましては、引き続き「彦根市地場産業活性化基本方針および行動計画」に基づき推進していきます。
   次の(2)の「起業や新分野への進出に対する支援による新たな雇用の創出(再掲)」でございますが、これについては意見がございませんでした。

   3つ目の移住策の推進でございます。外部委員からは、課題解決に向けて平成30年度に実施すべき取組として、都市部での就職セミナーの実施という意見がございます。

   この外部評価に対しましては、3大学に限らず、都市部の学生を対象とした就職セミナーについてもＩターン、Ｕターン等の掘り起こしにもつながることから、実施についての検討は必要であると考えています。

   今後の取組方針といたしましては、より低金利で活用しやすい融資制度の提案ができるよう金融機関との協議を進めます。地域おこし協力隊のネットワークをもとに外部と連携した移住施策についての検討をします。シティプロモーション事業への地域おこし協力隊の積極的な関わりにより本市の魅力発信について充実をさせていきます。都市部での就職セミナーなど、都市部の学生への働きかけについて、公共職業安定所や商工会議所と連携して検討をしてまいりたいと考えております。
   もう一つのＫＰＩ指標では、外部委員からは、課題解決に向け、平成30年度に実施すべき取組については、移住促進補助の要件の見直し(緩和)という意見をいただきました。

   この外部評価に対しまして、さらなる移住促進のために、要件緩和等の見直しを実施したいと考えています。移住補助の要件の見直しとしては、平成29年度より新築住宅取得補助において、子どもの要件を3人から2人に緩和しております。まだ制度として不十分な部分もあるため、どのような補助制度が最適か検討してまいりたいと考えています。
   今後の取組方針につきましては、滋賀県移住交流促進協議会に加盟しているため、協議会で実施する都市圏での移住フェア等へ引き続き参加し、また東京のふるさと回帰支援センターに平成29年7月から常駐しております滋賀県の相談員と連携して、市の移住施策の周知を図ります。また、地域おこし協力隊のネットワークをもとに外部機関と連携した移住施策について検討をしていきます。現在、実施している移住促進家賃等補助金に上乗せする形で、新婚世帯への経済的支援を行うことで、結婚と移住に関する環境を整えていく予定です。

   新規の事業計画書、3-2、3-3でございますが、これは先ほど子ども未来部長さんから説明されたものと一緒のものでございますので、説明は省かせていただきます。
   以上でございます。

(議長)

   ありがとうございました。何かご質問、ご意見は。

(消防長)

   「(1)市内大学をはじめとした高等教育機関等との連携強化」です。ちょっと僕も覚えがあやふやなんですけれども、二、三年前に大学卒業者の定着率を調べたような資料があったと思うんです。あの辺は継続して何かそういう定着率を調べていくような方策はこれから継続していくのかどうか。あまり関係ない話かもしれませんけれども、その辺もデータとしては大事だと思いますので、そういった継続的なことは考えておられるかどうか。

(企画振興部長)

   うろおぼえなんですけれども、たしか県立大のほうが総務省か何かの事業でされたもので単発であったと思います。

 (山根副市長)

   前回推進協議会でおっしゃっていたのですけど、やはり大学の趣旨からすると、学生を地方に引き止めるだけになるようなことはできないというご意見があります。例えば、地場産業がもっともっと国際化し、地元企業でも、全国、あるいは世界に羽ばたけるような活躍ができるようになればよい。ただ地元就職の数を増やすという目的ではなくて、伝統産業の中でみんなが元気な環境になっていき、市場が広がっていくという形でないと、ただの人の取り合い、インバウンドの取り合いということに、市長さんはそうでないとおっしゃいますが、結果的にそうなるかもしれないと思います。
   今、必要なのは、例えば先ほどの定住なんですけども、立地適正化計画に向けてのあれは都市建設の委員会ですか、協議会ですか、そこでどういう人が彦根市に移ってくるのかという議論がありました。都市計画の人たちの答えは、やはり町からですということなんです。例えば彦根駅の東側に移ってきている人でも、やはり近隣の町の人ということです。やはり現実を踏まえた施策でないと、人の取り合い、客の取り合い、インバウンドの取り合いというふうに終わるリスクがあると思います。連鎖反応を考えたというか、自分のセクションに限った箇所を増やすということだけではなく、考えていかないといけないと思います。
(議長)

   ほかに何か。よろしいですか。

  それでは、続いて安全なまち部会から、どうぞ。

(都市建設部長)

   まず、施策名(1)「彦根らしい多極的なコンパクトシティの形成」ということで、「立地適正化計画の策定」でございます。これにつきましては、計画を策定した後、実施段階での進行管理や公表の考え方についてご意見をいただいております。 

   これに対しましては、有識者等で構成されている彦根市都市再生協議会おいて検証・協議を行い、その結果については彦根市ホームページで公表することとしております。

   今後の取組方針としましても、都市再生協議会による検証、いわゆるＰＤＣＡサイクルの実施により、それによって計画の見直しを行っていくこととしております。

   次に、「地域公共交通網形成計画の策定」でございます。これにつきましても同様に、計画を策定した後の実施段階での進行管理や公表についてご意見をいただいております。当計画については既に策定済みでありますが、それに基づき計画を具体的に実施していくための地域公共交通再編実施計画を新たに作成する必要があるのですが、この再編実施計画を策定した後に進行管理等を行っていくこととしております。

   今後の取組方針につきましても、地域公共交通再編実施計画に向け協議を行っていくこととしております。

   次に(2)「空き家等住まい対策の推進」でございます。まず「空き家等対策計画の策定」でございますが、これにつきましては当計画を策定した後、当計画の活用方法、またファイナンスの視点から金融協議会への働きかけについてもご意見をいただいております。

   これに対しましては、空き家等対策計画は29年度で策定予定であり、策定後はそれを活用して、コンサルなどを盛り込んで運用していくこと、また空き家に係る融資制度の要件緩和については、金融機関と協議検討を行っていくこととしております。

   今後の取組方針においても、計画の活用方針として官民協働による空き家バンクを創設していくこととしております。

   次に、「住もうよ！ひこね」リフォーム事業助成金の移住・新婚・子育て・三世代同居要件での助成件数(件)」でございます。これにつきましても、金融協議会への積極的な働きかけについて、ご意見をいただいております。
   本事業は、補助対象経費の下限20万円、上限100万円としており、融資を受けられる方は少なく、ファイナンスの信用性は高くないと思われることから、金融協議会への働きかけは考えていないこととし、今後の取組方針としましては事業計画および内容充実の検討を行い、制度にかかる効果的な周知関して研究していくこととしております。

   次に裏面をお願いします。「安全・安心な暮らしの確保」ということで、「自主防災組織率(％)」でございます。平成28年度は目標指標に達しておりませんでしたが、72.4％は決して低い数字ではないとのご意見をいただいております。自主防災組織は組織の継続性を図っていくことが重要で、そのため、情報交換の場の提供が必要とのご指摘や、民間企業の中での災害リスクの「見える化」が広まっており、そのようなノウハウを活用できないかとのご意見をいただきました。
   これに対して、組織の維持重要性は大きな課題と捉え、自主防災組織育成事業において組織の活動支援、人材育成や交流等に取り組んでいるところであり、組織結成の促進と併せてより一層推進していく努力と、災害リスクの「見える化」につきましては、県がホームページで公表している床上浸水、家屋水没、家屋流失の発生確率について市民に周知啓発していくこととしております。

   今後の方針としましては、防災講習会での説明や自主防災組織未設置の自治会に対しまして、直接必要性やメリットのある補助制度について、周知啓発を行うとともに、結成に必要な規約の作成など、きめ細やかなフォローも実施していくこととしております。
   最後に(5)「湖東定住自立圏形成協定に基づく取組の推進」でございます。「湖東定住自立圏1市4町の人口(人)」でございます。

  これにつきましては、各市町それぞれの施策でお互い人口を取り合うのではなく、圏域全体の人口増加策が必要であるとのご意見をいだたきました。
   定住自立圏構想は、中心市の機能と近隣市町の機能が協定によって有機的に連携し、全体として魅力あふれる地域を形成していくことを目指し、これによって圏域からの人口流出を食い止め、圏域への人の流れを創出することを目的としており、湖東定住自立圏におきましても、構想の趣旨に基づき、圏域全体での活性化を図り、定住人口の確保を目的に取り組んでおりますので、着実に取組を推進していく必要があるとしております。

   今後の方針につきましては、具体的な取組は共生ビジョンに示し、毎年度所要の変更を行っていること、さらに今年度から初めて共生ビジョンにＫＰＩを設定し、ＰＤＣＡサイクルを構築しての推進を図ることとしており、より効果的な事業の実施に努めることとしております。

    事業計画書は、空き家バンクの活用でございます。これにつきましては、商工会議所やＮＰＯ法人、大学などで構成する「小江戸ひこね町屋活用コンソーシアム」と官民協働で空き家バンクを創設し、主に通常の不動産市場では取り扱われにくい空き家についての情報公開や提供を行いまして、利用希望者とのマッチングを図ることとしております。
   事業費でございますが、裏面でございます。平成30年度におきましては、空き家バンクの相談窓口の運営を見込んでおりまして260万円としております。平成31年度につきましては、相談窓口の運営、空き家活用セミナーの開催等で170万円を見込んでおりまして、商工会議所等々と連携して事業を進めていく予定でございます。

   簡単でございますが、以上でございます。

(議長)
   ありがとうございました。何かご意見、ご質問はございますでしょうか。よろしいですか。

   ないようでしたら、議題(1)を終了して議題(2)に行きます。

(事務局)

   事務局から1点だけ、すみません。11月30日木曜日の第4回の推進協議会を開催しますので、施策別の取組調書が今一部変更になっておりますので、部会で変更していただいて、その内容に基づきまして事務局との調整のほうをお願いします。部会長様からご説明をしていただく予定でございますので、よろしくお願いします。

   協議会の場で外部委員さんから自身の意見がどのように反映されているかということを確認されると思いますので、各外部委員からの質問につきましては回答ができますように、よろしくお願いします。説明員の必要があれば、担当課長に出ていただいて結構でございますので、事前に各部会の説明員の方のお名前を事務局のほうまで言っていただきますよう、お願いいたします。

   以上でございます。

(議長)

  よろしいですか。

  それでは、特にないようでございましたら、これをもちまして彦根市まち・ひと・しごと創生本部、平成29年度の第2回会議を終了させていただきます。

   ありがとうございました。
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